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自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

13 レジリエンスに特化した商品やサービスをつくっている例                                事例番号 069 
防災コンテナソリューションの開発 

■取組主体 一般社団法人日本災害対策機構 ■取組の実施地域 東京都(港区) 

■業種 学術研究、専門・技術サービス業 ■取組関連 URL http://www.safejapan.org/ 

 

  取組の概要                                                 
災害時に求められる機能を海上輸送用コンテナにパッケージ 

 一般社団法人日本災害対策機構では、海上輸送用コ

ンテナを改造し、「災害電源設備コンテナ」「災害備

蓄コンテナ」などの「防災コンテナ」を、企業連携

型で開発している。 

 輸送や保管がしやすいコンテナを利用することで、

災害時に求められる食糧、機材、用品等の備蓄を推

進するとともに、必要とされる災害の現場へと防災

コンテナを輸送する仕組みづくりを構築している。 

 

  取組の特徴                                                
海上輸送用コンテナの、移動のしやすさ、耐災害性、経済性に着目 

 同機構の取組は、津波対策の検討を起点としている。同機構の発起人は、平成 24 年より高知県内に

おいて、南海トラフ地震等により発生する津波からの避難方策について地域住民と検討をスタート

させ、地震発生後、津波の到達時間が極めて短いケースへの対策の一つとして、住民が逃げ込むシ

ェルターとして海上コンテナを活用することを検討した。この際、コンテナが、移動性や耐災害性、

経済性に優れることを改めて認識し、以降コンテナを活用した防災対策の検討を、企業連携型で進

めている。 

 

災害時の様々な局面に対応できるよう、８つのカテゴリーで標準化 

 同機構が開発している防災コンテナは、①災害電源設備コンテナ、②災害造水コンテナ、③災害備

蓄コンテナ、④災害避難支援コンテナ、⑤災害時復旧支援コンテナ、⑥災害農業支援コンテナ、⑦

災害時救助支援コンテナ、⑧災害時救命支援コンテナの 8 カテゴリーをベースに全 31 機種に標準

化されており、それぞれにおいて備蓄する食糧、機材、用品等が定められている。 

 コンテナ内に備品を予め備蓄するとともに、災害時には牽引トレーラーで必要とされている場所へ

と輸送した上で、災害現場で展開し、それぞれの機種に期待されている役割を果たすよう設計・開

発されている。 

【災害時救命支援コンテナ】 
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【防災コンテナの８つのカテゴリーと機種の一覧】 

 

 例えば、災害時救命支援コンテナでは、担架・医療

用テーブルや照明器具、200 名分の外科手術用キッ

ト、ストレッチャー20 台等を備蓄、輸送、展開す

ることが可能であり、地震災害時に多く見られる

ガラス等により切創（切り傷）患者が多数発生した

場合への対応を主な想定としている。 

 また、災害時電源設備コンテナでは、ソーラー発電

や小型バイオマス木質ガス燃焼型発電ユニットな

どを搭載することとしており、コンテナ設置後、数

時間で発電可能な仕組みを構築している。 

 

  今後の課題・展開                                      
コンテナに発電機能や食糧供給機能を付加した「防災ターミナル」を推進 

 同機構では、これらの輸送コンテナの保管場所に、発電機能や植物工場などを組合せた「防災ター

ミナル」構想を進めている。再生可能エネルギーによる電力等の確保と平時活用に加え、備蓄や食

品の確保などを体系的に行うことで、避難生活が長期化した場合にも対応可能な仕組みを構築して

おり、工業団地の遊休地や鉄道・高速道等の高架下などの有効活用にもつながるものとして、同機

構は、自治体に対して構想への参画に向けた働きかけを行っている。 

 防災ターミナルにおいては自衛隊 OB を中核とする団体と共同で空輸支援を行う施設開発を行い東

日本大震災でのヘリの救助・空輸支援の体制における問題点を改善し、可及的速やかに航空災害対

策の基盤支援対策を推進する。 

【ソーラー発電を備えた災害時電源設備コンテナ】
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